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資料２

農林水産省地球温暖化対策総合戦略予算について
（平成２０年度概算要求の概要）

地球温暖化対策総合戦略予算 総額 ４，３６８億円

対策のポイント

「農林水産省地球温暖化対策総合戦略」に基づき、これまで実施してきた森林吸

収源対策等の地球温暖化防止策を加速化させるとともに、新たに地球温暖化適応策

及び国際協力を推進します。

（農林水産省地球温暖化対策総合戦略とは）

地球温暖化は加速的に進行しており、地球温暖化対策は喫緊の課題となっています。

このため、農林水産省では を平成１９年６月に「農林水産省地球温暖化対策総合戦略」

策定し、

① 京都議定書の６％削減約束の確実な達成に向けた森林吸収源対策、バイオマスの利

地球温暖化防止策活用や施設園芸・農業機械等の省エネルギー対策等の

② 今後避けることができない地球温暖化の農林水産業への影響に対応するための品種

地球温暖化適応策の開発や栽培体系の見直し等の

国際協力③ 農林水産分野の地球温暖化防止策及び適応策の技術を活用した

を総合的に推進し、地球環境保全に積極的に貢献する農林水産業の実現を図ります。

※本総合戦略予算の全額が、政府の として登録されて京都議定書目標達成計画関係予算

います。

Ⅰ 地球温暖化防止策の加速化 ４，３５０億円

政策目標

○ 京都議定書６％削減約束の確実な達成に向けて、森林吸収源対策、バイオマス

の利活用、食品産業・施設園芸・農業機械における温室効果ガス排出削減対策、

漁船の省エネルギー対策、温暖化防止技術の開発等の地球温暖化防止策を加速化

＜主な事業＞
20概算要求額（19予算額）

１．森林吸収源対策

１．重視すべき機能に応じた森林整備の計画的な推進

国土の保全、水源のかん養、自然環境の保全、地球温暖化の防止等、森林が有する多

面的機能を維持・増進するため、重視すべき機能に応じた森林整備を計画的に推進しま

す。

【森林環境保全整備事業 １２２，２２４（９６，６１０）百万円】

２．保安林等の適切な管理・保全等の推進

国有林と民有林を一体とした計画的な事業展開や、地域における避難体制との連携に
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よる減災に向けた事業実施などの効果的な治山対策を推進します。なお、治山事業は気

候変動に伴う豪雨の増加等への対策として、地球温暖化適応策にも貢献しています。

【治山事業 １２７，２１８（１０７，１５７）百万円】

【保安林整備事業委託費等 ６４７（６１６）百万円】

３．個性的で魅力ある里山エリアの再生

事業実施主体に「森林施業計画の認定を受けた者」を追加するとともに、地域の創造

力を活かした整備ができる仕組み（地域創造型整備）について、事業費の枠を総事業費

の１０％以内から２０％以内へ拡充し、地域の創造力を活かした個性的で魅力ある里山

エリアの再生を一層推進します。

【里山エリア再生交付金 １０，８５２（９，０６７）百万円】

４．高齢級森林の利用間伐の促進

１０齢級以上（４６年生以上）の森林の間伐について、民間資金の活用、事後精算と

いう全く新しい方式で助成します。

間伐実施者が、短期資金を民間金融機関から借り入れる際に、これに要する利子を国

が全額負担します。返済は間伐による収入で行い、間伐実施により損失が発生した場合

は、損失額の2/3（間伐経費の1/2以内）を国が補填します。間伐実施者はリスク軽減に

より意欲的な事業実施が可能となります。

【高齢級森林整備促進特別対策事業 １，０００（０）百万円】

５．間伐等推進のための新たな交付金の創設

国から市町村に交付金を直接交付する仕組みを創設します。

間伐、耕作放棄地への植林、非皆伐施業などに取り組むとともに、地域提案枠（事業

費の２割）を活用した事業を実施することができます。

【美しい森林づくり基盤整備交付金 ８６０（０）百万円】

６．定額助成方式による森林整備

自治体や森林組合等が、集約化等の取組を行いつつ、森林所有者等の自己負担を軽減

することができるよう、定額助成方式の間伐を推進します。

【未整備森林緊急公的整備導入モデル事業 ２，１６９（１，９７１）百万円】

７．漁場環境の保全に資する森づくりの推進

漁場環境が悪化している閉鎖的な湾や入り江などの後背地の森林や河川地域などにお

いて、濁水緩和や栄養塩類の供給を通じた漁場保全に資する森づくりを進め、併せて森

林吸収目標の達成に貢献します。

【漁場保全の森づくり事業 ９，１０８（９，９０５）百万円】

８．農業用水の保全に資する森づくりの推進

農業用水の水源地域において、良質な農業用水の安定的な供給に資するため、水源林

の間伐等を行い、併せて森林吸収目標の達成に貢献します。

【農業用水水源地域保全整備事業 ４，７１３（５，０００）百万円】

９．森林・林業・木材産業における川上・川下の連携強化

川上・川下の連携強化による木材の安定供給及び間伐の推進等を図るとともに、地域
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の自主性・裁量を高めることを通じて、森林の有する多面的機能の発揮、林業の持続的

かつ健全な発展並びに林産物の供給及び利用の確保に資する施策を総合的かつ計画的に

推進します。

【森林・林業・木材産業づくり交付金 １１，６８１（９，７５６）百万円】

10．多様な技術を有する人材の育成・定着の促進

「緑の雇用」を拡充し、低コスト施業等に必要な技術の向上に向けた取組に対して支

援することにより、多様な技術を有する人材の育成・定着を促進します。

【緑の雇用担い手対策事業 ６，７００（６，７００）百万円】

11．国民全般、企業、ＮＰＯを対象とした取組

「 」 、緑化行事の開催や 美しい森林づくり推進国民運動 の展開による国民への普及啓発
も り

企業等の森林づくりへの参加を促進するための環境整備等を行い、各地域における企業

やＮＰＯ等の森林整備・保全活動への参加を促進します。

【地域活動支援による国民参加の緑づくり活動推進事業 ４７５（１６９）百万円】

２．バイオマス利活用の推進

１. 地域における環境保全・バイオマス利活用に係る取組の一体的な推進

地域に眠る未利用のバイオマス、地球温暖化の影響、生物多様性の保全状況について

の実地調査やシンポジウム等による普及・啓発、地域での農林水産業を通じた地球環境

保全に関する取組を一体的に支援します。

】【環境バイオマス総合対策推進事業 ５５０（３３７）百万円

２. 国産バイオ燃料の大幅な生産拡大に向けた取組

（１）ソフトセルロースからバイオ燃料を製造する技術の確立

モデル地区において、原料の収集・運搬、バイオ燃料製造、自動車等走行の技術実証

を一体的に行い、ソフトセルロースの利活用技術を確立します。

【ソフトセルロース利活用技術確立事業 ４，０６２（０）百万円】

（２）バイオ燃料の地域利用モデルの確立

① 外食産業で廃棄処分される「割り箸」をバイオ燃料等に再利用する試行的な取組を支

援します。

【外食産業バイオマス利用実験事業 ７０（０）百万円】

② 原料調達からバイオ燃料の製造・販売まで一貫した大規模実証を行うモデル性の高い

取組に対し、ハード・ソフト両面での支援を行います。

【バイオ燃料地域利用モデル実証事業 ５，４３５（８，５４４）百万円】

③ 林地残材や間伐材等の未利用木質資源を利用した新たなビジネス創造のため、木質か

らバイオ燃料等へのエネルギー利用やマテリアル利用に向けた新しい創造システムの構

築に取り組みます。

【森林資源活用型ニュービジネス創造対策事業 １，２００（０）百万円】
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（３）資源作物の導入等に向けた技術開発等

① 中長期的な視野に立ち、資源作物の導入等に向けたバイオ燃料の低コスト・高効率生

産技術の開発等を行います。

【地域活性化のためのバイオマス利用技術の開発 １，４９３（１，５００）百万円】

② 水産バイオマスから有用成分を抽出する技術の開発等を進めるとともに、海藻からの

バイオ燃料化技術の開発等を実施します。

【水産業振興型技術開発事業のうち

水産バイオマスの資源化技術開発事業 ９０（４０）百万円】

３．バイオマスタウンの構築等バイオマスの総合的利活用の推進

① 地域で発生・排出されるバイオマス資源を可能な限り循環利用する総合的利用システ

ムを構築するため、バイオマスタウン構想の策定やバイオマスの変換施設等の整備等を

支援します。

【地域バイオマス利活用交付金 １３，６９５（１４，３４６）百万円】

② 従来型の市町村をエリアとしたバイオマスタウンを超えた広域的なバイオマス利用

や、バイオマスを大量に集中利用する施設を核としたバイオマスタウンの新たなモデル

を構築するための調査・分析等を実施します。

【バイオマス利活用加速化事業 ８２（０）百万円】

③ バイオ燃料に関する新技術等を取り込んだバイオマスタウンの形成促進を図るため、

農村地域等に適合した経済的な新しいバイオマス利活用システムの開発を行うととも

に、技術支援体制の整備等を支援します。

【バイオマスタウン形成促進支援調査事業 ３８８（１７９）百万円】

３．食品産業等の環境自主行動計画の取組等の推進

１．環境自主行動計画の推進

排出削減対策の現状等についての食品産業の事業者・団体に対する普及啓発、業種特

性に応じた排出抑制手法の提示や有効な手法の掘り起こし等を行います。

【食品産業ＣＯ２削減促進対策事業 ４０（０）百万円】

２．食品リサイクルの推進

リサイクル製品の第三者機関による評価・認証の仕組みやルール案の施行を行うとと

もに、食品リサイクル制度の見直し内容についての普及啓発を行います。

【食品資源循環形成推進事業 ４２（４２）百万円】

３．容器包装リサイクルの推進

バイオマスプラスチック容器包装を用いた食品の販売から回収、再商品化されるまで

の実証実験、ＬＣＡ（Life Cycle Assessment)評価等を実施します。

【バイオマスプラスチック容器包装再商品化システム検討事業 １５（１５）百万円】
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４．農業分野の温室効果ガス排出削減対策

１．施設園芸・農業機械の温室効果ガス排出削減対策

（１）施設園芸の省エネルギー・温室効果ガス排出削減対策

① 木質バイオマス利用加温設備やハイブリッド（ヒートポンプ＋燃油加温器）加温設備

等のモデル導入を推進します。

【農業生産地球温暖化総合対策事業のうち

省石油型施設園芸技術導入推進事業 ３９９（０）百万円】

② ガス燃焼により発生する電気・熱・二酸化炭素を利用するトリジェネレーションシス

テム、農業用水を利用した小型水力発電等に対応した施設園芸の生産・出荷体制の導入

により、施設園芸の生産・流通における石油消費量の低減を推進します。

【施設園芸脱石油イノベーション推進事業 ２７０（３７０）百万円】

（２）農業機械の温室効果ガス排出削減対策

地域において生産されたバイオディーゼル燃料を農業機械に安定的かつ継続的に利用

するための技術の実証を行います。

【農業生産地球温暖化総合対策事業のうち

地産地消型バイオディーゼル燃料農業機械利用産地モデル確立事業

１２２（０）百万円】

２．環境保全型農業の推進による施肥量の適正化・低減

（１）稲作（水田）から発生するメタンの発生削減対策

稲わらすき込みからたい肥施用への転換によるメタン発生の抑制に向け、たい肥等の

運搬・散布体制や有機物供給施設を整備します。併せて、全国規模の農地土壌の炭素等

、 。を調査するとともに 諸外国の土壌の炭素蓄積量の計測の整備状況を調査・分析します

【農業生産地球温暖化総合対策事業のうち

土壌由来温室効果ガス発生抑制システム構築事業 ７７１（０）百万円】

（２）施肥に伴い発生する一酸化二窒素の排出削減対策

地域でまとまって化学肥料、化学合成農薬の使用を大幅に低減する等の先進的な営農

活動を支援するとともに、化学肥料、農薬を使用しないこと等を基本とする有機農業を

推進します。

【 ， （ ， ） 】農地・水・環境保全向上対策のうち営農活動支援交付金 ２ ９８６ ２ ９８６ 百万円

【有機農業総合支援対策 ５０１（５４）百万円】

３．農畜産分野の温室効果ガス排出削減対策

家畜排せつ物の処理過程で発生するメタンガスや消化液等を地域内の園芸生産に有効

活用することにより、農畜産分野における温室効果ガス排出量を削減するモデル体系の

確立を推進します。

【農業生産地球温暖化総合対策事業のうち

家畜排せつ物メタン発酵等利用システム構築事業 ５８（０）百万円】
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５．漁船の省エネルギー対策

漁業者グループ等が行う省エネルギー技術の開発・導入・普及への取組に対する支援や、

衛星データを用いた省エネ操業のための漁場探索効率化技術及びバイオマス燃料自給型漁船

の開発を行います。

【省エネルギー技術導入促進事業 ９２４（９２４）百万円】

６．農業農村整備事業における温室効果ガス排出削減対策

土地改良区等の施設管理者、農業関係者向けに、農業水利施設を小水力発電に利用するこ

とを支援するために必要な「小水力適地情報」や「利用マニュアル」の作成、整理、普及を

行います。また、農業用水のもつ包蔵水力エネルギーを活用し、既設の土地改良施設、農業

生産施設等に電力を供給するマイクロ発電施設をモデル的に整備し、経済性及び技術的検討

を行います。

【農業用水の自然エネルギーの活用支援事業 ３０（３０）百万円】

【農業用水の自然エネルギー活用モデル事業 ３５（０）百万円】

７．地産地消の推進

地域全体で地産地消に取り組む地産地消モデルタウンの整備を支援します。また、地産地

消の拠点となる直売所等の環境整備、コーディネーターの育成、関係者のネットワークづく

り等を推進します。

【地産地消推進活動支援事業 １３（１３）百万円】

【地産地消モデルタウン事業 ２８１（２８１）百万円】

【強い農業づくり交付金のうち地産地消特別枠 ５００（５００）百万円】

８．地球温暖化防止策に関する技術開発等

農林水産業における大気－樹木－土壌間の炭素動態のメカニズムを解明し、炭素循環モデ

ルを開発します。また、炭素循環モデルを利用した、温室効果ガスの排出削減技術、炭素吸

収源機能を確保するための技術等を開発します。

【地球温暖化が農林水産業に及ぼす影響評価と緩和及び適応技術の開発のうち

農林水産生態系の炭素循環の解明・地球温暖化の進行を緩和するための技術開発

１５９（１５９）百万円】
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Ⅱ 地球温暖化適応策の推進 ８億円

政策目標

○ 高温障害等の発生低減技術等の温暖化適応技術の開発・普及

＜主な事業＞
20概算要求額（19予算額）

１．農業生産分野における適応策

「品目別地球温暖化適応策レポート」を踏まえ、水田作、野菜生産等における地球温

暖化の影響に適応しうる農業生産技術・取組の導入実証を実施します。

【農業生産地球温暖化総合対策事業のうち

地球温暖化に適応した安定的な農業生産技術等の実証・普及分 ４３（０）百万円】

２．農地・農業用水・農業水利施設等における適応策

気候変動により農地・農業用水・土地改良施設が被る影響を評価し、必要となる適応

策及びその推進方策の検討を行います。

【気候変動に伴う農業生産基盤に関する適応策検討調査 １４７（０）百万円】

３．水産分野における適応策

沿岸・内湾のモデル海域において、自動観測ブイ等を用いて海水中の温度変化等を把

握・データベース化し、養殖業や磯根資源等への影響評価手法を開発するとともに、有

効な適応策を検討します。

【地球温暖化による沿岸漁場環境への影響評価・適応策検討調査 ９８（０）百万円】

４．温暖化影響評価・適応策に関する技術開発

温暖化が将来の農林水産業に与える影響について的確に予測を行うとともに、生産現

場において短期的に解決すべき高温障害等に適応する生産安定技術等の開発を行いま

す。

【地球温暖化が農林水産業に及ぼす影響評価と緩和及び適応技術の開発のうち

地球温暖化が農林水産業に与える影響評価・地球温暖化に適応するための技術開発

４９１（１１７）百万円】
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Ⅲ 農林水産分野の国際協力の推進 １０億円

政策目標

○ 我が国の技術を活用した国際協力の推進

＜主な事業＞
20概算要求額（19予算額）

１．違法伐採対策の推進

２次元バーコードによる木材トレーサビリティ技術の現地実証を行い、木材生産国に

おいて早急な対策が求められている違法伐採問題への取組を推進します。

【木材追跡システム実証事業 ３２（０）百万円】

２．森林減少・劣化対策の推進

衛星画像等によって途上国の森林資源動態の要因分析や経年変化を把握できるモデル

の開発を行います。また、技術移転や途上国での人材育成を通じて、森林減少・劣化問

題に取り組みます。

【熱帯林資源動態把握支援事業 ４０（０）百万円】

※本総合戦略予算は の金額で整理しています。農林水産省要求分のみ

なお、治山事業、森林環境保全整備事業、里山エリア再生交付金等の公共事業に

ついては、北海道地域及び沖縄地域実施分について、別途、国土交通省及び内閣府

から合計２４７億円を要求しており、京都議定書目標達成計画関係予算として登録

されています。
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＜参 考＞

平成２０年度京都議定書目標達成計画関係予算概算要求について

農 林 水 産 省

平成２０年度概算要求総額 ４，３６８億円

Ａ．京都議定書６％削減約束に直接の効果があるもの ２，３７７億円

〈森林吸収源対策〉

・森林環境保全整備事業 １，２２２億円

・水源林造成事業 ３６６億円

・治山事業費（森林の整備を行うもの） ２１３億円

・里山エリア再生交付金 １０９億円

・漁場保全の森づくり事業 ９１億円

・農業用水水源地域保全整備事業 ４７億円

・高齢級森林整備促進特別対策事業 １０億円

・美しい森林づくり基盤整備交付金 ９億円

〈バイオマスの利活用の推進〉

・地域バイオマス利活用交付金 １３７億円

・バイオ燃料地域利用モデル実証事業 ５４億円

・ソフトセルロース利活用技術確立事業 ４１億円

・環境バイオマス総合対策推進事業 ６億円

〈農業分野における温室効果ガス排出削減〉

・土壌由来温室効果ガス発生抑制システム構築事業 ８億円

・省石油型施設園芸技術導入推進事業 ４億円

Ｂ．温室効果ガスの削減に中長期的に効果があるもの ３７８億円

〈森林吸収源対策〉

・森林・林業・木材産業づくり交付金 １１７億円

・緑の雇用担い手対策事業費 ６７億円

・地域活動支援による国民参加の緑づくり活動推進事業 ５億円

〈バイオマスの利活用の推進〉

・地域活性化のためのバイオマス利活用技術の開発 １５億円

〈漁船の省エネルギー対策〉

・省エネルギー技術導入促進事業 ９億円
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Ｃ．その他結果として温室効果ガスの削減に資するもの １，５７３億円

〈森林吸収源対策〉

・治山事業費（林地を保全するもの） １，０５９億円

・森林居住環境整備事業 １３５億円

・森林整備地域活動支援交付金 ７５億円

・山林施設災害関連事業費 ４９億円

・林業後継者活動支援事業 １億円

Ｄ．基盤的施策など ４０億円

・森林吸収源インベントリ情報整備事業 ２１億円

・地球温暖化が農林水産業に及ぼす影響評価と緩和及び適応技術の開発

７億円

・気候変動に伴う農業生産基盤に関する適応策検討調査 １億円

・地球温暖化による沿岸漁場環境への影響評価・適応策検討調査 １億円

・外食産業バイオマス利用実験事業 ０．７億円

・熱帯林資源動態把握支援事業 ０．４億円


